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はじめに  

年 月大阪で開催されたＧ２０首脳会議（Ｇ２０大阪サミット）では、自

由、公正、無差別で透明性がある貿易・投資環境を実現し、開かれた市場を維

持するよう努力することが確認された。我々は、これを高く評価するものであ

る。

最近、世界経済は成長力が鈍化しつつある。 ＩＭＦの予測によれば、 年

の世界経済の成長率は で前年より ％低下するという。その一因とし

て、一部の国で保護主義的な貿易投資政策をとるなど、グローバリズムを阻害

する動きが広がっていることが指摘されている。保護主義的な政策は、一時的

には国内で歓迎されるであろうが、長期的には競争力の低下を招き、経済の停

滞につながることを歴史が教えている。

グローバリズムは、 世紀後半から 世紀前半にかけて広がっていた拡張

主義、植民地主義、保護主義、そしてイデオロギーの対立を超えて人類が漸く

手に入れた英知の所産である。我々は、日中両国が長期の視点に立ち、グロー

バリズムの再生と進化に貢献していくことを期待するものである。

現在、世界では新たな次元を目指すイノベーションへの挑戦が展開されてい

る。その研究領域は、情報通信を軸に、バイオ医薬、高度医療、新素材、宇宙、

海洋、エネルギー、環境など広範な分野に広がっている。とりわけ、人工知能

（ ）の飛躍的な発展は、ロボット、自動組立て、自動運転、遠隔技術、自動

翻訳などを可能にし、付加価値生産性を高め、経済体系を物的生産主義から価

値利用主義へと進化させている。

こうした進化は、経済に新しいレジームを拓く可能性を秘めている。これを

経済の革新に結び付けるには、技術研究開発に止まらず、新しい市場の秩序と

枠組の構築が不可欠である。

習近平国家主席が去る 月来阪した際、安倍晋三首相との間で相互交流と

相互信頼を高めることに合意した。このことは、我々に新たな希望を抱かせる

ものである。日中両国の協力を新次元に昇華させたい、それが我々の期待であ

る。

 
 
１．米中経済対立の解決の糸口が見つからない現状において、多角的で自由な貿易・投資の原則を

貫き、変化する国際情勢や技術革新に適応したグローバル経済システムの再構築が求められてい

る。中国は経済大国として、先進国と同等の立場で 改革など、より高い水準のグローバル経済

秩序形成に責任ある役割を果たすべきとの自覚を持つことに期待する。

２．中国が安定した持続可能な成長を目指すためには、外資企業が安心して経済活動ができるビジネ

ス環境の改善が求められる。外資参入規制の緩和や知的財産権保護の強化等の進展は評価できる

一方、その実効性の向上や貿易・投資環境の国際ルールとの整合性、過剰生産設備及び過剰債務

解消への対応などの課題が残されている。

３．日中協力の新たな領域として、イノベーションによるスマート社会の実現や安全・安心な社会作りが

期待されている。水素利用の新たなエネルギー社会実現、気候変動や海洋プラスチックごみ等の地

球環境問題への対応、少子高齢化を踏まえたヘルスケア、国際イベントや共同研究等相互交流の

多角的展開など、日中協力の可能性は広がっている。

４．東アジア地域包括的経済連携（ ）の締結交渉など、アジア太平洋地域経済の発展に向けた日

中協力が進みつつある。アジアワイドでのインフラ整備やそれを含む日中両国企業による第三国市

場協力の可能性が広がっており、対象国の持続可能な発展に配慮した国際ルール遵守による着実

な事業展開が求められる。

提言の重点
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１．グローバル経済システムの再構築

 

（１）米中経済対立解決への期待

Ｇ２０大 阪 サ ミ ッ ト に 合 わ せ て 行 わ れ た ト ラ ン プ 大 統 領 と 習 近 平 国

家 主席 に よ る米 中 首 脳会 談 で 、米国 の 中国 製 品 への 追 加 関税 の 先 送 り

と 貿易 協 議 の再 開 が 合意 さ れ、閣 僚 級 の交 渉 が 行わ れ た もの の 、時 を

置 かず し て 追加 関 税 措置 の 発 動が 再 燃 し 、問 題 解決 の 糸 口が 見 付 か ら

な い。世 界 経済 の 割 を 占 め る米 中 両 国の 対 立 は、世 界 経済 の 成 長を

阻 害す る 可 能性 が 極 めて 大 き く、 国 際 社会 の 分 断も 懸 念 され る 。

米 国 の 一 方 的 な 制 裁 関 税 の 発 動 及 び そ れ に 対 す る 中 国 の 対 抗 措 置

は 自由 貿 易 ルー ル に 照ら し て 問題 が あ る 。ま た、機 微 技 術に 関 す る米

中 両国 の 貿 易・投 資 管理 強 化 の動 き は、イ ノ ベ ーシ ョ ン を停 滞 さ せる

だ けで な く、現 在 確 立さ れ て いる グ ロ ーバ ル・サ プ ラ イ・チ ェ ー ンを

分 断す る お そ れ も あ る。

他 方、中 国 は今 や 世 界 第 位 の経 済 大 国で あ り 、市 場 歪 曲的 な 補 助

金 や国 有 企 業に 対 す る優 遇 政 策 、技 術 移転 の 強 要な ど の 慣行 を 早 急 に

改 善す る よ う期 待 さ れて い る。そ う す るこ と が、中 国 経 済の 持 続 的な

発 展の 確 保 につ な が るも の で ある 。

日 本は 米 中 両国 と の 良好 な 関 係維 持 に 努め 、欧 州及 び ア ジア 諸 国 と

連 携 し つ つ 多 角 的 で 自 由 な 貿 易 ・ 投 資 の 原 則 遵 守 を 貫 く 方 針 で あ る 。

米 中 両 国 が 交 渉 に よ る 問 題 の 解 決 を 図 る こ と を 期 待 す る も の で あ る 。

（２）ＷＴＯ改革とグローバルシステムにおける中国の責任と役割

世 界貿 易 機 関（ ）は 、米 中 の貿 易 摩 擦や ハ イ テク 対 立 など の 紛 争

解 決に 、必 ずし も 十 分に 機 能 して い な い。新 興 国の 台 頭 など 複 雑 化す

る 国際 情 勢 や絶 え 間 ない 技 術 進歩 に よ る産 業 構 造の 変 化 にも 、十 分 に

制 度整 備 が 追い 付 い てき た と は言 い 難 い。

近 年、ＷＴＯ改 革 の 必 要性 が 広 く認 識 さ れ、Ｇ２０大 阪サ ミ ット で も そ

の 方向 性 が 合意 さ れ た。中 国 が 、本 年 月 に 電 子商 取 引 のル ー ル 策定

に 向 け たＷＴＯの 有 志 国 会 合 に 参 加 し 、 月 に はＷＴＯ改 革 に 関 す る ポ

ジ ショ ン・ペ ー パ ー を提 出 す るな ど 、ＷＴＯ改 革 に向 け て 積極 的 に 関 与

す る姿 勢 を 示し て い るこ と は 評価 し 得 る。

他 方、中 国 が 、世 界 第 位 の 経済 大 国 とし て 、先 進 国 と 同等 の 立 場

でＷＴＯ改 革 な ど よ り 高 い 水 準 の グ ロ ー バ ル 経 済 秩 序 形 成 に お け る 責

任 ある 役 割 を果 た す べき と の 自覚 を 持 つこ と に 期待 す る 。

（３）イノベーションによる経済活力の充実

情 報通 信 技 術（ ）の 発 展 に 伴い 、日 米中 欧 の 四極 を は じめ 主 要 な

世 界各 国 が 協力 し て 技術 革 新 とそ れ に 適合 す る 制度・標 準作 り に 努 め

る 必要 が あ る。技 術 革新 に よ って 生 ま れる 新 た な知 見 や 技術 は 、知 的

財 産権 の 厳 正な 保 護 や個 人 情 報保 護 等 の確 保 を 前提 に 、世 界共 通 の 財

産 とし て 広 く全 世 界 で活 用 で きる 環 境 の整 備 が 求め ら れ てい る 。技 術

先 進各 国 は 関連 す る 情報 を で きる 限 り 共有 し 、グ ロー バ ル化 と イ ノ ベ

ー ショ ン に 向け た 主 導的 役 割 を果 た し てい く こ とが 重 要 であ る 。
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日 本 は Ｇ ２ ０大 阪 サ ミ ッ ト で 、 新 た に 「

、信 頼 性 のあ る 自 由な デ ー タ流 通 」を 提唱 し 、そ の 促 進に

つ いて の 合 意を 得 た。自 由 な デー タ 流 通は 、公 平性 、公 正性 、透 明性

及 び説 明 責 任の 確 保、相 互 運 用性 を 考 慮し た 共 通の 価 値・原 則 の 共有

に よ り 、 全 て の 関 係 者 の 信 頼 を 得 て は じ め て 実 現 し 得 る も の で あ る 。

日 中 両 国 は 関 係 各 国 と と も に 、 新 た な 環 境 整 備 に 努 め る べ き で あ る 。

２．中国のビジネス環境改善

 

（１）中国経済の現状と課題

中 国は 昨 年 ％ の 経済 成 長 を記 録 し た。 そ の 世界 経 済 の成 長 率 へ

の 寄与 は 分 の に 達し て い る。

中 国政 府 は 今年 の 経 済見 通 し につ い て、成 長 率 の目 標 を ～ ％ と

設 定し 、マ クロ 経 済 政策 と し て、所 得 税減 税 や 増値 税 の 改革 、イ ンフ

ラ 投資 の 増 額な ど の 需要 面 の 措置 を 講 ずる と と もに 、サ プラ イ サ イ ド

の 構 造 改 革 の 深 化 、 各 種 サ ー ビ ス 産 業 の 振 興 、 中 小 民 営 企 業 の 支 援 、

雇 用対 策 な ど供 給 面 の対 策 を 実行 し つ つあ る 。ま た、来 年 １ 月 か ら「 外

商 投資 法 」を 施 行 す るな ど 、対 外 開 放 の推 進 に 向け て の 政策 努 力 を続

け てい る 。

中 国経 済 が 今後 と も 安定 成 長 を持 続 す る た め に は 、内 外 企業 が よ り

自 由で 、予 測可 能 性 をも っ て 事業 展 開 でき る「構 造 改 革」の 実 行 を加

速 する こ と が必 要 で ある 。同 時に 、内 需主 導 の 成長 持 続 に向 け て、消

費 喚起 策 の 展 開 や 雇 用・職 業 訓練 対 策、社 会 保 障シ ス テ ムの 充 実 等の

措 置を 講 ず るこ と が 望ま し い 。

（２）日中経済協力拡大への環境改善

我 々は 、中 国が 一 連 の改 革 開 放政 策 を 通じ て 、ビ ジ ネ ス 環境 改 善 に

努 めて い る こと を 評 価し 、そ の確 実 な 実現 を 期 待し て い る 。と り わけ 、

以 下の 点 を 求め た い 。

① 「 外 商 投 資 法 」 と 外 商 投 資 参 入 特 別 管 理 措 置 の 改 善

本 年 月 、「 外 商 投資 法 」 が従 来 の 外資 三 法 に代 わ り 外資 投 資 分 野

の 基本 法 と して 制 定 され 、 年 １ 月 より 施 行 され る 。実 施 細 則、関

連 規定 が 早 期か つ 明 確に 制 定 され 、確 実に 執 行 され る こ とを 期 待 する 。

本 年 月 に 発表 さ れ た外 商 投 資参 入 特 別管 理 措 置（ ネ ガ ティ ブ リ ス

ト）で は 、前 回 よ り も制 限 事 項が 減 少 し、ネ ガ ティ ブ リ スト は 着 実に

削 減さ れ て いる 。し かし 、外 資企 業 が 参入 希 望 して い る 自動 車 、金 融 、

医 療 、 教 育 、 通 信 、 サ ー ビ ス 分 野 等 で は 依 然 と し て 制 限 が あ る の で 、

迅 速な 更 な る規 制 緩 和 を 期 待 した い 。

② 日 中 間 の ビ ジ ネ ス の 環 境 改 善

昨 年、東 京 で署 名 さ れた「 日 中社 会 保 障協 定 」が 本 年 月 か ら 発 効

す る。こ れ によ り 、企 業 や 駐 在員 等 の 保険 料 負 担が 軽 減 され 、日 中両

国 の経 済 交 流及 び 人 的交 流 の 一層 の 促 進が 期 待 され る 。 年 月 に

締 結さ れ た「 日 中 租 税条 約 」に つ い て は、経 済 実態 に 即 した 改 訂 が望
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ま れる 。

東 日本 大 震 災に 伴 う 日本 産 農 産品・食 品 等 に 対 する 中 国 の輸 入 規 制

に つい て 、一 部 産 地 の農 産 品・食 品 の 輸入 が 解 禁さ れ た こと は 評 価す

る 。科学 的 な根 拠 に 基づ く 更 なる 緩 和・撤廃 の 早期 実 現 を要 請 し たい 。

③ 外 資 参 入 規 制 の 緩 和

自 動車 分 野 では 、電 気自 動 車（ ）メ ーカ ー の 外資 出 資 比率 規 制 の

撤 廃や 、 中 外合 弁 乗 用車 メ ー カー 及 び メー カー 設 立 の認 可 権 の 中

央 政府 か ら 地方 政 府 への 委 譲 など 、外 資規 制 が 大幅 に 緩 和さ れ て いる 。

今後 、 年 に 向 け て 乗 用 車メ ー カ ーの 外 資 出資 規 制 撤廃 の 方 針が

示 され る な ど 、 中 国 での 自 動 車産 業 の 更な る 発 展が 期 待 され る 。

金 融分 野 に おい て も 外資 金 融 機関 の 業 務拡 大 措 置が 講 じ られ 、昨 年

の 両国 首 脳 合意 に 沿 った 金 融 協力 が 進 展し て い る。し か し、日 系 金融

機 関へ の 債 券業 務 ラ イセ ン ス 付与 な ど 、まだ 実 現し て い ない 事 項 が あ

り、他 の 外 資 系 金 融 機関 に 劣 後す る 状 況に あ る。金 融 分 野を 含 む サー

ビ ス産 業 で は 、内 外 資間 で 格 差の 無 い 競争 に よ る市 場 メ カニ ズ ム を 通

じ た質 の 高 い効 率 的 なサ ー ビ スの 提 供 が 、中 国 の実 体 経 済の 更 な る 発

展 をも た ら す上 で 重 要と な る 。

④ 知 的 財 産 権 の 保 護

中 国の 知 的 財産 権 保 護政 策 に つい て は 、懲 罰 的 損害 賠 償 制度 の 導 入

や 紛争 解 決 制度 の 改 善 、「 外 商 投資 法 」で の外 資 の知 的 財 産権 保 護 強 化

に 関 す る 規 定 や 行 政 手 段 に よ る 技 術 移 転 強 要 禁 止 の 規 定 の 設 定 な ど 、

中 国政 府 の 努力 を 評 価す る 。

そ の 上 で 国 有 企 業 に よ る 技 術 移 転 の 強 要 等 恣 意 的 な 運 用 や 地 方 に

お ける 知 財 審査 の バ ラつ き な どが 危 惧 され て お り、模 倣 品・海 賊 版対

策 の 政 策 強 化と と も に 内 外 無 差別 原 則 をベ ー ス とし た 法 律・制 度 の 確

実 な執 行 を 要請 し た い 。

ま た 、営 業 秘密 に つ いて は 、「 外 商投 資 法 」の 規 定の 確 実 な執 行 は も

ち ろん の こ と、 規 定 遵守 の 現 場へ の 浸 透の 啓 蒙 活動 が 重 要で あ る 。

（３）貿易・投資環境の国際ルールとの整合性

外 資企 業 が 中国 に お いて 安 心 して ビ ジ ネス を 展 開す る た めに は 、透

明 性、公 平 性、一 貫 性、予 見 可能 性 が 確保 さ れ、国 際 ル ール と 整 合性

が ある ビ ジ ネス 環 境 の整 備 が 必要 で あ る 。

「 中国 サ イ バー セ キ ュリ テ ィ 法」に 関 して は 、関 連 細 則 の早 期 策 定

が 待た れ る が 、本 法 に基 づ く デー タ の 越境 移 動 の制 限 に 関し て 、Ｇ２０

大 阪サ ミ ッ トの 首 脳 宣言 で 謳 われ た よ うに 、信 頼性 あ る 自由 な デ ー タ

流 通を 促 す こと が 重 要で あ る 。個人 情 報保 護 の 強化 を 求 める と と もに 、

サ イバ ー セ キュ リ テ ィ な ど へ の対 応 と して 、透 明性 を 高 める 必 要 が あ

る 。

ま た、半 導 体産 業 等 を中 心 と して 中 央・地 方 政 府に よ る 補助 金 や 金

融 支援 等 を 通じ た 国 有企 業 支 援は 、市 場競 争 原 理を 歪 曲 し、過 剰 生産

に もつ な が る お そ れ が あ る 。産 業 障 壁 を改 善 し 、市 場 原 理が 健 全 に働

く 環境 整 備 を行 う こ とが 重 要 であ る 。

中 国で は 、通 常 の 貿 易・投 資 活動 に 支 障が 生 じ る懸 念 の ある「 輸 出

管 理 法 」 の 制 定 の 動 き が み ら れ る ほ か 、「 国 家 技 術 安 全 管 理 リ ス ト 」、

「 信頼 で き ない 企 業 のリ ス ト 」の 導 入 方針 が 打 ち出 さ れ るな ど の 輸 出

管 理強 化 の 動き が 懸 念さ れ る 。
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日 本 は Ｇ ２ ０大 阪 サ ミ ッ ト で 、 新 た に 「

、信 頼 性 のあ る 自 由な デ ー タ流 通 」を 提唱 し 、そ の 促 進に

つ いて の 合 意を 得 た。自 由 な デー タ 流 通は 、公 平性 、公 正性 、透 明性

及 び説 明 責 任の 確 保、相 互 運 用性 を 考 慮し た 共 通の 価 値・原 則 の 共有

に よ り 、 全 て の 関 係 者 の 信 頼 を 得 て は じ め て 実 現 し 得 る も の で あ る 。

日 中 両 国 は 関 係 各 国 と と も に 、 新 た な 環 境 整 備 に 努 め る べ き で あ る 。

２．中国のビジネス環境改善

 

（１）中国経済の現状と課題

中 国は 昨 年 ％ の 経済 成 長 を記 録 し た。 そ の 世界 経 済 の成 長 率 へ

の 寄与 は 分 の に 達し て い る。

中 国政 府 は 今年 の 経 済見 通 し につ い て、成 長 率 の目 標 を ～ ％ と

設 定し 、マ クロ 経 済 政策 と し て、所 得 税減 税 や 増値 税 の 改革 、イ ンフ

ラ 投資 の 増 額な ど の 需要 面 の 措置 を 講 ずる と と もに 、サ プラ イ サ イ ド

の 構 造 改 革 の 深 化 、 各 種 サ ー ビ ス 産 業 の 振 興 、 中 小 民 営 企 業 の 支 援 、

雇 用対 策 な ど供 給 面 の対 策 を 実行 し つ つあ る 。ま た、来 年 １ 月 か ら「 外

商 投資 法 」を 施 行 す るな ど 、対 外 開 放 の推 進 に 向け て の 政策 努 力 を続

け てい る 。

中 国経 済 が 今後 と も 安定 成 長 を持 続 す る た め に は 、内 外 企業 が よ り

自 由で 、予 測可 能 性 をも っ て 事業 展 開 でき る「構 造 改 革」の 実 行 を加

速 する こ と が必 要 で ある 。同 時に 、内 需主 導 の 成長 持 続 に向 け て、消

費 喚起 策 の 展開 や 雇 用・職 業 訓練 対 策、社 会 保 障シ ス テ ムの 充 実 等の

措 置を 講 ず るこ と が 望ま し い 。

（２）日中経済協力拡大への環境改善

我 々は 、中 国が 一 連 の改 革 開 放政 策 を 通じ て 、ビ ジ ネ ス 環境 改 善 に

努 めて い る こと を 評 価し 、そ の確 実 な 実現 を 期 待し て い る 。と り わけ 、

以 下の 点 を 求め た い 。

① 「 外 商 投 資 法 」 と 外 商 投 資 参 入 特 別 管 理 措 置 の 改 善

本 年 月 、「 外 商 投資 法 」 が従 来 の 外資 三 法 に代 わ り 外資 投 資 分 野

の 基本 法 と して 制 定 され 、 年 １ 月 より 施 行 され る 。実 施 細 則、関

連 規定 が 早 期か つ 明 確に 制 定 され 、確 実に 執 行 され る こ とを 期 待 する 。

本 年 月 に 発表 さ れ た外 商 投 資参 入 特 別管 理 措 置（ ネ ガ ティ ブ リ ス

ト）で は 、前 回 よ り も制 限 事 項が 減 少 し、ネ ガ ティ ブ リ スト は 着 実に

削 減さ れ て いる 。し かし 、外 資企 業 が 参入 希 望 して い る 自動 車 、金 融 、

医 療 、 教 育 、 通 信 、 サ ー ビ ス 分 野 等 で は 依 然 と し て 制 限 が あ る の で 、

迅 速な 更 な る規 制 緩 和 を 期 待 した い 。

② 日 中 間 の ビ ジ ネ ス の 環 境 改 善

昨 年、東 京 で署 名 さ れた「 日 中社 会 保 障協 定 」が 本 年 月 か ら 発 効

す る。こ れ によ り 、企 業 や 駐 在員 等 の 保険 料 負 担が 軽 減 され 、日 中両

国 の経 済 交 流及 び 人 的交 流 の 一層 の 促 進が 期 待 され る 。 年 月 に

締 結さ れ た「 日 中 租 税条 約 」に つ い て は、経 済 実態 に 即 した 改 訂 が望
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こ のほ か 、行 政 手 続 きの 一 層 の簡 素 化 と 透 明 性 の向 上 、資 本 取 引 規

制 の緩 和 を 進め る と とも に 、外 資系 メ ディ ア へ の開 か れ た情 報 提 供 と

国 際的 情 報 サイ ト の 規制 緩 和 、環境 規 制の 一 律 規制 か ら 基準 を 満 た し

て いる 企 業 の適 用 除 外へ の 変 更等 が 望 まれ る 。外 資企 業 内に お け る 中

国 共産 党 の 党組 織 に つい て は、外 資 企 業に と っ て違 和 感 があ り 、そ の

見 直し を 求 めた い 。

（４）サプライサイド構造改革への対応

こ れま で 鉄 鋼分 野 を はじ め と する 中 国 政府 が 取 組ん で き た過 剰 生

産 設備 能 力 解消 へ の 努力 は 相 応の 成 果 をあ げ て きた 。 し かし 、 鉄 鋼

業 の都 市 部 から 沿 岸 部へ の 移 転や 、 統 廃合 の 進 展 過 程 で 能力 増 強 が

図 られ て い るケ ー ス がみ ら れ 、新 た に 過剰 能 力 問題 が 惹 起さ れ る 懸

念 があ る 。 引 き 続 き 適正 な 対 応を 期 待 する 。

年 に 設 立し た 「 鉄鋼 過 剰 生産 能 力 に関 す る グロ ー バ ルフ ォ ー

ラ ム（ ）」 は 年 月 で 期 限 を迎 え る が、 世 界 経済 の 持 続

的 な発 展 の ため に は 、多 国 間 によ る こ の仕 組 み が透 明 性 を更 に 高

め 、継 続 的 に実 施 さ れる こ と が重 要 で ある 。 こ の知 見 は 鉄鋼 業 界 に

限 らず 、 過 剰生 産 能 力問 題 を 抱え る 半 導体 ・ 液 晶、 ア ル ミニ ウ ム 、

石 炭 、 セ メ ント 、 石 油製 品 等 の 分 野 に も活 か し 得る 手 法 であ る 。

な お、 構 造 調整 の 過 程で は 、 不良 債 権 の増 加 が 金融 シ ス テム 全 体

に 影響 を 及 ぼし 、 長 期的 な 中 国の 実 体 経済 の 減 速の 要 因 とも な る た

め 、適 正 な 処理 を 進 める こ と が望 ま れ る。 そ の 際に は 、 市場 の 動 揺

を 招か ぬ よ う、 適 切 な情 報 開 示が 必 要 であ る 。

３．日中協力の新展開

 
本委 員 会 では こ れ まで 、日 中協 力 関 係の 深 化 と拡 大 を 提言 し て き た

が 、 年 の日 中 両 国首 脳 の 公式 相 互 訪問 を 経 て、金 融 やイ ノ ベ ー シ

ョ ン に 関 わ る 協 力 な ど の 合 意 が 実 現 し た こ と を 評 価 し た い 。 我 々 は 、

今 後、 以 下 に重 点 を おい た 新 たな 展 開 を期 待 す る。

（１）スマート社会を目指すイノベーション協力

中 国 の ＩｏＴ、 ＡＩを 駆 使 し た ニ ュ ー ・ エ コ ノ ミ ー の 分 野 で は 、 ス タ ー

ト アッ プ・ベ ン チ ャ ー企 業 等 によ る イ ノベ ー シ ョン・エ コシ ス テ ムが

形 成さ れ 、 スマ ー ト （智 慧 ） 社会 推 進 への 実 験 場を 提 供 して い る 。

日 本も 現 在 、産 官 学 の協 力 の 下に「 」の 実 装 に 積極 的 に

取 り組 ん で いる 。そ の一 環 と して 我 が 国企 業 も 近年 、オ ープ ン・イ ノ

ベ ーシ ョ ン に本 腰 を 入れ つ つ ある 。ま た、中 国 の製 造 現 場の 改 造 ニー

ズ に 対 し て 日 本 の 知 見 に 基 づ く ソ リ ュ ー シ ョ ン の 提 供 を 核 に ス マ ー

ト 製造 協 力 が 着 実 に 進展 し て いる 。

日 中 両 国 は 、 こ れ ら ス マ ー ト 製 造 、 自 動 車 の ＣＡＳＥ（

）、 ス マー ト シ ティ 等 の 分野 の 国 際 標

準 化に つ い ても 協 力 を進 め て いる 。こ うし た 日 中の イ ノ ベー シ ョ ン 協

力 は、政 府 間の「 日 中イ ノ ベ ーシ ョ ン 協力 対 話」を 契 機 に「 日 中 スマ
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ー ト製 造 セ ミナ ー 」、「 自 動 運 転に 関 す る日 中 官 民合 同 セ ミナ ー 」な ど

の 産 官 学 プ ラ ッ ト フ ォ ー ム と 連 携 し て 、 着 実 な 進 展 を 遂 げ つ つ あ る 。

更 に、日 中 のス タ ー トア ッ プ・ベ ン チ ャー 企 業 間の 交 流 はイ ノ ベ ー

シ ョン 協 力 の裾 野 を 拡げ る も ので あ り 、継 続 的 に実 施 さ れる こ と が望

ま れる 。そ のた め に も 、知 財 権 保 護 の 徹底 、サ イバ ー セ キュ リ テ ィ法

や 輸出 管 理 法に か か る懸 念 の 払拭 等 、中 国 の ビ ジネ ス 環 境と 国 際 社会

と の親 和 性 の 保 持 が 求め ら れ る 。

（２）ＳＤＧｓ実現に関する日中協力

年 月 の 国 連サ ミ ッ ト以 降 、国 際 社 会 が「 持 続 可能 な 開 発目 標

（ ）」実現 に 積 極的 に 挑 戦す る な か、日 本 は「 」の 推

進 と ＳＤＧｓと を連 動 させ つ つ 、健 康・長 寿 、地 域活 性 化 、安 全・安 心 な

社 会実 現 を 含む 広 範 な課 題 に 積極 的 に 取組 ん で いる 。ま た中 国 で も 貧

困 脱却 、 教 育、 気 候 変動 対 応 等を 積 極 的に 進 め てい る 。

日 中 両 国 が 共 通 課 題 に 取 組 む こ と に よ り 国 際 社 会 に 貢 献 し 得 る 分

野 は多 岐 に わた る 。特に 、省 エネ ル ギ ー・環 境 、物 流 サ ービ ス 、医 療・

ヘ ルス ケ ア 、防 災 な どの 分 野 にお け る 日中 協 力 が期 待 さ れる 。

（３）エネルギー効率向上と環境保全の徹底

日 本 は 2030 年 ま で に オ イ ル シ ョ ッ ク 後 の 20 年 間 と 同 程 度 の エ ネ ル ギ

ー 効 率 向 上 を 目 指 し 、ＺＥＢ（ ネ ッ ト・ゼ ロ・エ ネル ギ ー・ビ ル ）な ど を

推 進中 で あ る。こ れ らは 中 国 の 省 エ ネ ルギ ー・環 境 現 場 にお い て も普

及 が期 待 さ れる 。

年 月 北 京 で の「 第 回 日 中 省 エネ ル ギ ー・環 境 総合 フ ォ ー

ラ ム」で は、水 素 エ ネル ギ ー 利用 を 新 たな 協 力 テー マ と して 日 本 から

提 案し 、水 素燃 料 電 池車（ ）に つ い て の 両 国 関係 企 業 間 の 連 携 協力

も 模索 さ れ てい る 。ま た 、ご みの 回 収・適 正 処 理制 度 整 備や 生 分 解 性

プ ラス チ ッ ク等 の 素 材転 換 等 を含 む「海 洋 プ ラ スチ ッ ク ごみ 対 策」が

提 起さ れ た 。

年の 「 第 回 日中 省 エ ネル ギ ー ・環 境 総 合フ ォ ー ラム 」 な ど

に おい て は、こ れ ら の分 野 を 含め 、よ り具 体 的 な課 題 や ソリ ュ ー ショ

ン を巡 る 意 見交 換 が 行わ れ 、協 力実 現 へ の 大 き な進 展 を 遂げ る こ と が

期 待さ れ る 。

（４）医療、介護などヘルスケア協力の推進

急激 な 少 子高 齢 化 を背 景 と して 、 日 本は 、 健 康長 寿 に 向け た 医 療 ・

介 護・生 活 支援 等 が 一体 的 に 提供 さ れ る地 域 包 括ケ ア シ ステ ム 構 築 や

社 会保 障 制 度 な ど の 知見・ノ ウハ ウ を 活か し 、国 際 協 力 にお い て も大

き な役 割 を 期待 さ れ てい る 。こ れ ら の 課題 解 決 は、今 日 の 中 国 に おい

て も 必 要 と され て い る 。

特 に ＡＩや ＩＣＴを 活 用し た 健 康管 理 や 画像 診 断、再 生 医 療な ど 、質 の

高 い医 療 、介 護 の 機 器・サ ー ビス の 提 供を 実 現 する こ と が重 要 で ある 。
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こ のほ か 、行 政 手 続 きの 一 層 の簡 素 化 と 透 明 性 の向 上 、資 本 取 引 規

制 の緩 和 を 進め る と とも に 、外 資系 メ ディ ア へ の開 か れ た情 報 提 供 と

国 際的 情 報 サイ ト の 規制 緩 和 、環境 規 制の 一 律 規制 か ら 基準 を 満 た し

て いる 企 業 の適 用 除 外へ の 変 更等 が 望 まれ る 。外 資企 業 内に お け る 中

国 共産 党 の 党組 織 に つい て は、外 資 企 業に と っ て違 和 感 があ り 、そ の

見 直し を 求 めた い 。

（４）サプライサイド構造改革への対応

こ れま で 鉄 鋼分 野 を はじ め と する 中 国 政府 が 取 組ん で き た過 剰 生

産 設備 能 力 解消 へ の 努力 は 相 応の 成 果 をあ げ て きた 。 し かし 、 鉄 鋼

業 の都 市 部 から 沿 岸 部へ の 移 転や 、 統 廃合 の 進 展 過 程 で 能力 増 強 が

図 られ て い るケ ー ス がみ ら れ 、新 た に 過剰 能 力 問題 が 惹 起さ れ る 懸

念 があ る 。 引き 続 き 適正 な 対 応を 期 待 する 。

年 に 設 立し た 「 鉄鋼 過 剰 生産 能 力 に関 す る グロ ー バ ルフ ォ ー

ラ ム（ ）」 は 年 月 で 期 限 を迎 え る が、 世 界 経済 の 持 続

的 な発 展 の ため に は 、多 国 間 によ る こ の仕 組 み が透 明 性 を更 に 高

め 、継 続 的 に実 施 さ れる こ と が重 要 で ある 。 こ の知 見 は 鉄鋼 業 界 に

限 らず 、 過 剰生 産 能 力問 題 を 抱え る 半 導体 ・ 液 晶、 ア ル ミニ ウ ム 、

石 炭 、 セ メ ント 、 石 油製 品 等 の 分 野 に も活 か し 得る 手 法 であ る 。

な お、 構 造 調整 の 過 程で は 、 不良 債 権 の増 加 が 金融 シ ス テム 全 体

に 影響 を 及 ぼし 、 長 期的 な 中 国の 実 体 経済 の 減 速の 要 因 とも な る た

め 、適 正 な 処理 を 進 める こ と が望 ま れ る。 そ の 際に は 、 市場 の 動 揺

を 招か ぬ よ う、 適 切 な情 報 開 示が 必 要 であ る 。

３．日中協力の新展開

 
本委 員 会 では こ れ まで 、日 中協 力 関 係の 深 化 と拡 大 を 提言 し て き た

が 、 年 の日 中 両 国首 脳 の 公式 相 互 訪問 を 経 て、金 融 やイ ノ ベ ー シ

ョ ン に 関 わ る 協 力 な ど の 合 意 が 実 現 し た こ と を 評 価 し た い 。 我 々 は 、

今 後、 以 下 に重 点 を おい た 新 たな 展 開 を期 待 す る。

（１）スマート社会を目指すイノベーション協力

中 国 の ＩｏＴ、 ＡＩを 駆 使 し た ニ ュ ー ・ エ コ ノ ミ ー の 分 野 で は 、 ス タ ー

ト アッ プ・ベ ン チ ャ ー企 業 等 によ る イ ノベ ー シ ョン・エ コシ ス テ ムが

形 成さ れ 、 スマ ー ト （智 慧 ） 社会 推 進 への 実 験 場を 提 供 して い る 。

日 本も 現 在 、産 官 学 の協 力 の 下に「 」の 実 装 に 積極 的 に

取 り組 ん で いる 。そ の一 環 と して 我 が 国企 業 も 近年 、オ ープ ン・イ ノ

ベ ーシ ョ ン に本 腰 を 入れ つ つ ある 。ま た、中 国 の製 造 現 場の 改 造 ニー

ズ に 対 し て 日 本 の 知 見 に 基 づ く ソ リ ュ ー シ ョ ン の 提 供 を 核 に ス マ ー

ト 製造 協 力 が 着 実 に 進展 し て いる 。

日 中 両 国 は 、 こ れ ら ス マ ー ト 製 造 、 自 動 車 の ＣＡＳＥ（

）、 ス マー ト シ ティ 等 の 分野 の 国 際 標

準 化に つ い ても 協 力 を進 め て いる 。こ うし た 日 中の イ ノ ベー シ ョ ン 協

力 は、政 府 間の「 日 中イ ノ ベ ーシ ョ ン 協力 対 話」を 契 機 に「 日 中 スマ
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（５）国際イベントの開催等相互交流の多角的展開

日 中両 国 は、東 京 と 北 京 で の オ リ ン ピ ック ・パ ラリ ン ピ ック や 関 西

万 博の 開 催 を控 え 、国 際イ ベ ント を 通 した 新 た な交 流 と 協力 を 進 め る

好 機を 迎 え てい る 。世 界 の 人 々の 往 来 と情 報 発 信 は 、日 中 間 は も とよ

り 世界 の 人 々の 間 で 相互 理 解 を深 め 、相 互信 頼 を飛 躍 的 に高 め る こ と

に つな が る に違 い な い 。

最 近 の ＩＣＴや 表 現 技 術 の 進 歩 は 日 進 月 歩 で あ る 。 文 化 情 報 や 技 術 情

報 の相 互 交 流は 、世 界に お け る知 的 交 流を 豊 か なも の と し、創 造 性の

向 上に 繋 が る。豊 か な文 化 基 盤を 持 つ 日中 両 国 は、こ う した 活 動 を世

界 に広 め る 先導 的 な 役割 を 果 たし 得 る 。

ま た、両 国 首脳 間 の 合意 に よ る「 日 中 青少 年 交 流推 進 年」活 動 を 始

め 、未来 を 担う 次 世 代の 若 者 たち の 相 互理 解 を 促進 す る こと が 益 々 重

要 であ る 。青 少年 の 相互 訪 問 によ る 相 手国 へ の 理解 の 増 進が 相 互 理 解

の 確か な 基 礎で あ る こと に 鑑 み 、修 学 旅行 の 促 進 を 検 討 すべ き で ある 。

更 に、中 国 日本 商 会・中 国 日 本友 好 協 会の 共 同 事業「 走 近 日 企 、感 受

日 本」を は じめ 、両 国政 府・関 係 団 体 や教 育・研 究 機 関 な ど が こ れま

で 取り 組 ん でき て い る交 流 活 動が 充 実 され 、よ り計 画 的、効 果 的 かつ

多 角的 に 展 開さ れ る こと を 期 待す る 。

（６）共同研究と教育交流の活性化

今 や 世 界 中 で 技 術 革 新 に 向 け た 研 究 開 発 が 活 発 に 展 開 さ れ て い る 。

そ れ は ＩＣＴに 止 ま ら ず 、 省 エ ネ ル ギ ー ・ 環 境 、 医 療 ・ 介 護 ・ ヘ ル ス ケ

ア、防 災 、文 化・芸 術・ス ポ ーツ 、ツ ーリ ズ ム を含 め 、多 彩 な 領 域に

わ たっ て い る。日 中 の研 究・教 育 機 関 など の 交 流 を 通 し て、問 題 の本

質 を掘 り 下 げ、知 見 や経 験 を 共有 し 、人 間 の 価 値の 尊 重 と能 力 の 発揚

に 向け た 、新 たな ソ リュ ー シ ョン を 生 み出 す 共 同研 究 が 行わ れ る こ と

を 期待 し た い。

そし て 、こ れ を 支 える も の は教 育 で ある 。教 育機 関 の 交流 を 通 した

人 材力 の 育 成こ そ 、新 し い フ ロン テ ィ アを 拓 く 原動 力 で ある 。日 中双

方 は 、こ れ らを 通 し て相 互 理 解と 相 互 信頼 を 深 化・増 進 させ る と 共に 、

国 際社 会 に 共に 貢 献 する こ と が可 能 で あろ う 。同 時 に 、日 中 双 方 の広

範 な 産 官 学 に よ る 共 同 研 究 の 持 続 的 か つ 積 極 的 な 推 進 は 新 し い 未 来

を 拓く も の であ る 。

４．アジア太平洋地域経済の発展と日中協力

 

（１）東アジア地域包括的経済連携（ ）の年内妥結

現 在、東 ア ジア 地 域 包括 的 経 済連 携（ ）の 年内 妥 結 に向 け た 交

渉 が続 け ら れて い る 。アジ ア 太平 洋 地 域に お け る多 国 間 での 自 由 貿 易

体 制実 現 の ため に も 、 ＲＣＥＰの 年 内 妥 結 が 必 須 であ る 。

そ の枠 組 み の構 築 に 当た っ て は、 す で に発 効 さ れ た カ 国 に よ る

環 太平 洋 パ ート ナ ー シッ プ に 関す る 包 括的 及 び 先進 的 な 協定（ ）

や 日 経 済連 携 協 定（ ）な ど の 質 の高 い 自 由貿 易 の 枠組 み を 参考
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に、そ れ と 同等 の レ ベル を 目 標と し つ つ、年 内 妥 結 を 実 現す る こ とが

重 要で あ る。ア ジ ア 地域 の 多 角的 自 由 貿易 体 制 の形 成 は、他 の 地 域の

広 域経 済 連 携の モ デ ルケ ー ス とな り 、こ れが 世 界経 済 発 展の け ん 引 役

に な る こ と は 間 違 い な い 。 ＲＣＥＰの 締 結 は 、 よ り 広 域 の 自 由 貿 易 圏 と

な る ア ジ ア 太 平 洋 自 由 貿 易 圏 （ ） へ の 発 展 の 基 礎 と な る で あ ろ

う 。

（２）アジア地域でのインフラ整備

ア ジア 地 域 の経 済 発 展に お い ては 、ア ジア 地 域 共通 の イ ンフ ラ 整 備

が 重要 で あ る。交 通 関連 の 社 会イ ン フ ラ整 備 に 加え 、エ ネル ギ ー や情

報 の円 滑 な 移動 と 安 全保 障 が 欠か せ な い。

エ ネル ギ ー 分野 に つ いて は 、脱 化 石 燃 料・水 素 エネ ル ギ ーの 利 活 用

の 推進 等 に 関す る ア ジア ワ イ ドで の 官 民の 対 話・交流 に 向け た 検 討 な

ど が期 待 さ れる 。

（３）第三国市場協力の推進

日 中両 国 企 業は 、コ ンプ ラ イ アン ス の 遵守 に 加 え、開 放 性、透 明 性、

経 済性 、 債 務持 続 可 能性 の 確 保 な ど 、 Ｇ２０や ＡＰＥＣで 合 意さ れ た 質 の

高 いイ ン フ ラ投 資 に 関す る 国 際ス タ ン ダー ド に 沿っ て 、持 続 可 能 性の

高 いプ ロ ジ ェク ト を 組 成 す る こと が 重 要で あ る 。対 象 国 への フ ァ イナ

ン ス に 際 し て は 、 経 済 開 発 協 力 機 構 （ ） の 基 準 に 準 拠 す る な ど 、

対 象 国 債 務 の 持 続 可 能 性 に 十 分 配 慮 し た 国 際 ル ー ル の 採 用 を 進 め る

必 要が あ る 。

日 中間 で は 、 年 月 の 李 克強 総 理 訪日 時 の 首脳 会 談 にお け る

第 三 国 で の 日 中 民 間 経 済 協 力 に つ い て の 合 意 、 こ れ に 基 づ き 同 年

月 の安 倍 総 理訪 中 時 に開 催 さ れた「 第 回 日 中 第三 国 市 場協 力 フ ォー

ラ ム」に お け る 本 の 協 力 覚書（ ）の 締 結 とい う 進 展が 見 ら れた 。

日 中経 済 協 会と し て は 、日 本 政府 に よ る全 面 的 な協 力 体 制の も と 、そ

の 実現 に 向 けて 積 極 的な 役 割 を果 た し てい き た い。

今 後は 、従 来 か ら 展 開し て い る イ ン フ ラ整 備 に 加え て 、中国 で の 日

中 合弁 事 業 の第 三 国 展開 、日 中の 相 互 補完 性 に 根ざ し た ビジ ネ ス・ア

ラ イア ン ス 、電 気 自 動車 急 速 充電 シ ス テム 、 、ヘ ル スケ ア 、 コ

マ ース 等 の 実現 な ど 、多様 な 産業 協 力 モデ ル の 創出 が 期 待し 得 る 。両

国 関係 企 業 が 国 際 的 なル ー ル 、ガイ ド ライ ン の 遵守 を 前 提に 、日 中 両

国 政府 や 業 界団 体 と も連 携 し つつ 、対 象国 の 開 発計 画 に 沿い 、適 切 な

事 業採 算 性 を有 す る プロ ジ ェ クト を 企 画・立 案 し 、着 実 な事 業 の 推 進

を 図る 必 要 があ る 。
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（５）国際イベントの開催等相互交流の多角的展開

日 中両 国 は、東 京 と 北 京 で の オリ ン ピ ック ・パ ラリ ン ピ ック や 関 西

万 博の 開 催 を控 え 、国 際イ ベ ント を 通 した 新 た な交 流 と 協力 を 進 め る

好 機を 迎 え てい る 。世 界 の 人 々の 往 来 と情 報 発 信 は 、日 中 間 は も とよ

り 世界 の 人 々の 間 で 相互 理 解 を深 め 、相 互信 頼 を飛 躍 的 に高 め る こ と

に つな が る に違 い な い 。
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終わりに

社 会運 営 の 基本 は 、人 間の 価 値の 尊 重 と能 力 の 発揚 に あ る 。社 会 の

信 頼も 、秩 序も 、そ して 創 造 性も 、協 調性 も 、人 間 の 価 値と 能 力 に依

存 する か ら であ る 。我 々 は 、本 提 言 書 にお い て 世界 秩 序 への 貢 献、日

中 両国 の 経 済改 革 、そ して ア ジア 地 域 の協 力 発 展な ど の 諸方 策 に つ い

て 具体 的 な 提言 を 取 りま と め てき た が 、その 底 流に あ る 思想 は こ こ に

あ り、 今 後 とも 両 国 間で 検 討 を深 め た いと 考 え てい る 。

最 近の 世 界 政治 に は 、ポピ ュ リズ ム の 傾向 が 広 がっ て い る 。そ の 結

果 、世界 の 政治 お よ び経 済 の 運営 に 関 し主 要 国 間の 信 頼 と協 調 が 崩れ 、

ガ バナ ン ス 構造 が 揺 らい で い る 。先 の Ｇ２０大 阪 サミ ッ ト では そ れ を回

復 し よ う と す る 気 運 が 高 ま っ て い る が 、 そ の 本 質 が ど こ に あ る の か 、

人 間の 価 値 意識 の 分 析が 必 要 であ る 。

経 済に お い ては 、日 中両 国 は 世界 第 位 と 第 位の 経 済 大国 と し て 、

世 界経 済 に おけ る 義 務と 責 任 を果 た し 、大国 に 相応 し い 振る 舞 い に 努

め なけ れ ば なら な い 。

文 化は 、人 間活 動 の 高次 の 価 値と 位 置 付け ら れ てい る 。日 中 両 国 は 、

と もに 優 れ た伝 統 的 文化 と 革 新的 な 文 化を 持 つ 。文化 発 展の 沿 革 を 見

る と、優 れ た技 術 が 新し い 文 化表 現 を 可能 に し、高 次 の 文化 的 な 欲求

が 技術 革 新 を促 し て きた 。最 近、日 中 両国 で は 情報 関 連 技術 を め ぐっ

て こう し た 新し い 挑 戦が 始 ま って い る 。これ は 新た な 文 化創 造 に 向 け

て 協力 の 可 能性 を 高 める ば か りか 、新 しい 経 済 成長 の 途 を招 く も の で

あ る。

日 本で は 、世 界 で 最 も早 い ス ピー ド で 人口 減 少 と高 齢 化 が進 ん で い

る。社 会 の 安定 を 保 ちな が ら、ど の よ うに し て その 変 化 を社 会 が 吸収

し て い く か 、 大 き な 課 題 で あ る 。 健 康 価 値 の 増 進 、 高 度 医 療 の 進 歩 、

高 齢者 の 介 護の 充 実 など 課 題 は多 い 。こ の 問 題 は、社 会 シス テ ム の改

革 を 求 め る ば か り か 、 人 間 の 幸 福 と は 何 か を 問 う て い る 。 こ れ ら は 、

中 国も 、そ して 他 の アジ ア 諸 国も 解 決 を迫 ら れ る問 題 で あり 、解 決に

向 けて 日 中 間の 協 力 の可 能 性 は広 い 。

日 中両 国 が 挑戦 す べ き課 題 は、時 代 と とも に 変 化す る 。人 間 の 価 値

と 能力 を 高 め、国 際 的な 信 頼 と協 調 の 輪を 広 げ、豊 か な グロ ー バ ル社

会 を創 り た い、 そ れ が我 々 の 願い で あ る 。
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これまでの提言

 
 

第１回 年 月
日中関係の進化を求めて－その理念と課題

－相互信頼、未来創新、知的進化、世界貢献への途－

第２回 年 月 未来に向けて日中経済の相互連帯を発展させよう

第３回 年 月 新内閣の発足にあたり、日中関係の進化を望む

第４回 年 月 日中関係－調和と革新への針路

第５回 年 月
日中関係新次元への展開

－戦略的互恵関係の具体的展開－

第６回 年 月 世界新時代を拓く日中協力

第７回 年 月
相互信頼に基づく日中経済連携の創新

－世界の協調的発展を目指して－

第８回 年 月
世界に貢献する新たな日中関係の構築

－日中韓ＦＴＡの早期成立と戦略的互恵関係の深化－

第９回 年 月
緊急提言：

日中友好の大局に立ち不正常な事態の早期打開を

第 回 年 月
揺るぎない日中関係を目指して

－相互信頼と構造革新の上に－

第 回 年 月
日中相互信頼への回帰を望む

－市場機能重視改革への期待と共に－

第 回 年 月
日中関係、より高く、より広く

－イノベ－ション展開とグロ－バル化の推進を軸に－

第 回 年 月
不断の改革とグローバル協力の新展開

－日中関係の深さと拡がりを目指して－

第 回 年 月
日中関係、グローバル・パートナーとしての新展開

－国際秩序形成とイノベーションの推進に向けて－

第 回 年 月
世界経済秩序の確立とイノベーションの新展開

－日中協力の新たな指針－
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